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= 住民基本台帳および戸籍の
附票の閲覧ならびに住民票
および戸籍の附票の写しの
交付に関する取扱要綱ニニニ
(行政書士の手続きは、第 3条第 2項第 4号別表で
従前のとおりです。 )

(目的)
第 1条 この要綱は、 住民にかかる名誉の
き損または差別的事象の発生を未然に防

止し、 もって基本的人権の擁護に資する

ため、 住民基本台帳、 戸籍の附票、 住民

票および記載事項証明書の閲覧または交

付 (以下 ｢住民基本台帳等の閲覧または

交付｣ という。 ) の取扱いについて、 必

要な事項を定めることを目的とする。
(住民基本台帳等の閲覧または交付の請

求)
第 2 条 市 (町村) 長は、 前項の場合にお

いて必要と認めるときは、 疎明資料ある

いは身分証明書等必要な文書等の提示を

求めることができるほか、 住民基本台帳

等の閲覧または交付によって知り得た資

料をその請求の目的以外には利用しない

旨の誓約書の提出を求めることが で き

る。 (住民基本台帳等の閲覧または交付

の拒否)

第3条 市 (町村) 長は、住民基本台帳等

の閲覧または交付の請求があった場合に

おいて、 その請求が次の各号に該当する

ときは当該請求に応じないものとする。
(1) 差別的事象につながるおそれがある

と認められるとき

(2) 個人のプライバシーの侵害につなが

るおそれがあると認められるとき

(3) 他人の名誉のき損につながるおそれ

があると認められるとき

(4) その他住民基本台帳等の閲覧または

交付の制度の趣旨を逸脱して不当に利

用されるおそれがあると認められると

き

2 市 〔町村) 長は、 前項の規定にかかわ

らず、 次の各号に掲げる者から請求のあ

ったときは、 原則としてその請求に応じ

るものとする。

の 住民基本台帳等の閲覧または交付の
請求をしようとする住民票または戸籍

の附票に記載されている者 (以下 ｢本

人｣ という。 )

(2) 本人の配偶者または本人の同居の親

族
(3) 前 2 号に掲げる者のほか、 本人の委

任または同意を証する書面を持参した

者
(4) 職務上の必要により請求する国、 地

方公共団体の職員または別表に掲げる

者
(電話による照会)

第4条 市 (町村) 長は、 電話による住民

票または戸籍の附票の記載事項に関する

照会には応じないものとする。 ただし、

国、 地方公共団体の職員から職務上急を

要する場合の照会については、 照会者お

よび照会内容を確認のうえ、 これに応じ

ることができる。

(除票の取扱い)

第 5条 前 3 条の規定は、 消除された住民

票または消除された戸籍の附票の閲覧ま

たは写しもしくは記載事項証明書の交付

の取扱いについて準用する。
(住民基本台帳等の閲覧または交付に関す

る啓発、 周知徹底)

第 6条 市 (町村) 長は、 この要綱に定め

る住民基本台帳等の閲覧または交付に関

する取扱いについて、 その趣旨を逸脱し

て利用が行われないように周知徹底する

とともに、 常にあらゆる機会を通じて住

民の人権擁護意識の高揚に努めるものと

する。

(雑則)

第 7条 この要綱に定めるもののほか、 住

民基本台帳等の閲覧または交付の運用に

関し必要な事項は、 市 (町村) 長が別に

定める。

付 則
この要綱は、 昭和56年11月 I日から施行

する。

注 自治振第86号、昭和56年11月25日、自治省行政局振

興課長から各都道府県総務部長あてに通知されたも

のですが、行政書士が職務上請求する場合は、これ

までのとおり認められます。

1
農地三法の

l改正について

昭和55年に、 農用地利用増進法、 農業委

員会等に関する法律改正、 農地法改正の、
いわゆる ｢農地三法J が成立、 施行された

ことは周知のところであります。

これは、 高度経済成長に伴う経済構造の

激変の状況下でさまざまの矛盾を生じた農

業の改善を図り、 我国農業の体質強化と総

合的な食糧自給力の向上を目ざしたもので

あり、 農地の流動化と有効利用、 農業後継

者等の育成、 関係行政機関の体制整備を図

ったものであります。 ｢農地三法｣ の成立

後 1年余り経過し、 その意義 ･目的 ･手法

については認識も定着したことと思料しま

すが、 法運用のより一層の適正化の為に今

一度その内容の確認をして頂きたいと考え

ます。

第 館こ ｢農用地利用増進法｣ についてで

すが、 この法律は従来 ｢農業振興地域の整

備に関する法律｣ に基づき実施されてきた

農用地利用増進事業を拡充強化化する形で

制定されたものであり、 新しく設定された

三本の柱である利用権設定等促進事業、 農

用地利用改善事業及び農作業受委託促進事

業の実施にあたり、 市町村 ･農業委員会等

が調整役となり農地の売買 ･貸借等の農地

の流動化を当事者の合意に基づいて推進し

てゆこうとするものです。

これは、 従来農地法の画一的統制下にあ

った農地の移動形態を、 農業者自身の意見

を尊重した自主的な農地管理の形態へシフ

トさせ、 そこに関係機関の適切な助言指導

を取り入れ農地の有効利用を図ろうとする

ものであります。 このように農用地利用増

進法の統制手法は、 従来の農地統制と趣き

を異にしていますが、 これにより農地 ･ 農

業を守る農地法の本旨をいささかも損ねる

ものでないことは言を待たず、 今日的意義

における農地法の存在価値を減ずるもので

はありませんo

第 2 に ｢農業委員会等に関する法律｣ の

改正についてですが、 この改正の趣旨は新

しい農地制度の実施推進を担うべき農業者

自らの代表を主体として構成する行政委員

会である農業委員会の体制整備 ･運営の円

滑化に資することであり、 選挙による農業

委員の定数基準の改正、 各市町村農業委員

会長が県農業会議会議員となる 原 則の 確

立、 県農業会議の機構改革による体制整備

の実施により、 農業の今日的課題に即応す

る体制が確立されました。

別 表

① 戸籍法施行規則別表第 1、法人の麦に掲げる法

人〔日本専売公社、日本国有鉄道、土地改良区、
土地改良区連合、土地改良事業団体連合会、日本

電信電話公社、土地区画整理組合、日本道路公団、

森林開発公団、首都高速道路公団、雇用促進事業

団、水資源開発公団、日本鉄道建設公団、公害防

止事業団、地方住宅供給公社、中小企業振興事業

団、空港周辺整備機構、市街地再開発組合、本州

四国連絡橋公団、地方道路公社、日本下水道事業

団土地開発公社、農用地開発公団、住宅街区整備

組合、住宅 ･都市整備公団) の役員もしくは職員

② 弁護士、司法書士、 土地家屋調査士、税理士、
社会保険労務士、弁理士、海事代理士、行政婁士



第 3 に ｢農地法｣ の改正についてですが

その主要項目は、

①農用地利用増進法による耕作目的での

権利の設定 ･移転に関し農地法の適用

除外の規定がおかれたこと。

②定額金納に限定されてきた小作料を、
この基本原則を維持しつつ、 耕作者の

経営に支障の生じない限度において農

業委員会の承認を受けた場合には物納

を承認することとしたこと。

③農業生産法人の業務執行役員要件を緩

和し、 農地等の権利を有しない農業後

継者等にも農業生産法人制度活用の途

をひらいたこと。

④農地法上の許可権限を大幅に農業委員

会に委譲したこと。

具体的には、 農地法第 3 条の許可に

ついて、 在村者の権利取得が、 農業生

産法人を含めて原則として農業委員会

許可 (例外は区分地上権の取得と、 例

外許可法人の取得の場合) となり、 在

村でないものの権利取得は 知事 許可

(例外は農地保有合理化法人の取得、
経営受託農協の取得の場合) とされた

こと。

又、 市街化区域内の農地転用届出の

受理権限が、知事から農業委員会に変

更されたことo

⑤その他

農業後継者等の育成に資するため、
世帯員間の貸借について、 転貸禁止の

特例を認めたこと。

以上、 昨年成立の ｢農地三法｣ について

その内容を再確認の意味においてお知らせ

しました。

今回の改正では、 特に農地法の手続にお

いて重要な変更が加えられておりますので

行政書士各位におかれても、 その内容を御

了知のうえ、 適正な申請がなされるようお

願いします。

　　　　　　　　　　
昨年 6月、 社会保険労務士法の一部が改

正され、 本年 4月 1日から施行になりまし

たが、 これにより社会保険労務士は免許制

から登録制に移行され、 さらに社会保険労

務士会に入会していない者は業を行うこと

ができないこととされました。

そこで、 引続き業を行う者は、 施行の日

から t年、 昭和58年 3月31日までに全国社

会保険労務士会連合会に登録し、社会保険

労務士会に入会しないと、 その日以後業を

行うことができなくなります。 ただし、 3

月3I日までは、 経過措置として今までどお

り業を行うことはできます。

また、 この 1 年間に登録入会しない場合

は、 3 月 3t日以後業を行うことはできなく

なりますが、 資格がなくなるわけではあり

ませんので、 それ以後でも登録入会して業

を行うことはできます。 ただ、 この場合は

手続きが煩雑になり、 新たに費用がかかる

ことになります。 なお、 くわしくは北海道

社会保険労務士会 (札幌市中央区南3条西
鴛2丁目まるしんピル 會 m l-271‐4407)
もしくは、 全国社会保険労務士会連合会に

お問合せください。

“幟会館建設資金の馴鰤。
ミ㈱卿臓期融資について鰤期樗

行政書士会会館建設資金の融資につきま

しては、 会員の皆様には絶大なるご理解ご

協力を賜わり、 融資申込額 667 万円 ( 4月

30日現在) に達しました。
ご存知の通り北海道会の目標額は l,420

万円でありまして 〔約47 % )、 この目標を

達成するために、 是非皆様方の深いご理解

とご協力をお願い申し上げます。

@ 内容証明郵便物の
記 名 押 印
郵 業 第 4 5 号
昭和57年 4月 2 日

日本行政書士会連合会
会長 佐 藤 義 哉 様

郵政省郵務局業務課長
伊 藤 修 介

拝復 平素郵便事業に御理解と御協力を賜
わり厚くお礼申し上げます。
先日、 御要望のありました内容証明郵便
物の謄本の作成の件につきまして、 私から

お答えします。
昭和l3年 4 月 1日付けの郵業 第400号 通
達では、 内容証明郵便物の謄本の作成方に
関して指導しており、 その中で内容文書の
末尾又は欄外に記載した事項は証明すべき
ものであることを明らかにしております。
そして、 その証明すべき事項として ｢大正

9年= 月内務省令第40号代書人規則第10条
による代書人署名｣ 等を掲げておりますが
これらは単なる例にすぎないものでありま

す。また、 文書の形式を適法なものとする
ための認印は、 証明の範囲外でありますが
便宜そのまま引き受けることとしておりま
す。

したがいまして、 内容証明郵便物の取扱
いにつきましては、 代書人規則 (大正 9 年

= 月内務省令第40号) が廃止されたとして
も、 そのことにより当該通達が廃止される

ということになるのではなく、 当該通達に

より運用ができるものでありますが、 今後
郵便局において誤った取扱いをすることの

ないよう、 十分指導してまいりたいと考え

ておりますので御了承ください。

注 上記は、本会から日行達を通じ郵政省こ照会した
回答です。 (日行達会議 ｢日本行政｣ 3月号を参
照)

勲五等双光旭日章受章
おめでとうございます
　　　　　　　　　　　　　　　

元会長渡辺慶吉氏は、 本年

ゑ 春の叙勲で勲五等双光旭日章
藷 を受章されました。 この御栄
　　
誉に対し、 衷心からお喜び申

し上げます。
〈渡辺度古氏の略歴〉
月 代書人として行政事務所開昭和l8年 5月 代書人として行政事務所開
業

昭和26年 4月 北海道行政書士名簿に登録

行政書士営業開始
昭和26年 6月 札幌地区行政書士会副会長
昭和29年 l月 札幌地区行政書士会会長
昭和35年 9月 北海道行政書士会会長
昭和47年 2月 ~ 昭和52年 8月

北海道行政書士会相談役
昭和52年 5月 ~ 現在

北海道行政書士会綱紀委員
長

昭和52年 8月 ~ 現在

北海道行政書士会顧問

昭和30年 6月 ~ 昭和43年 5月

日本行政書士会連合会理事
昭和53年 5月 ~ 昭和46年lo月

日本行政書士会連合会副会
長

昭和46年12月 ~ 昭和48年 6月

日本行政書士会連合会理事
昭和48年 6月 ~ 現在

日本行政書士会連合会相談
役
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--- 道 へ の 霊 鸚等 は 市 町 村 で

今まで道や支庁で受け付けていた許可申請や、登録手続きなどの一部が57年 4月
から市町村に変わりました。くわしくは、市町村役場におたずねください。
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権 限 委 譲 対 象 事 務 一 覧 表 (昭和57年4月 l日委譲)

鰭部 委 譲 事 務 項目数 現処理機関 委 譲 先 根 拠 法 令 摘要
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関する事務

2 “(住宅課) 全市町村 (札幌
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支庁 (全市
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計 24 事務 85項目

注 項目数は、申請 ･報告 ･取消、関係局等をさす。
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斡 旋 物 価 格 表 4 . 建設崇法関係･ 申請･ 届出･ 用紙

品 名 内 容 価 格 重 量
建設 業許 可 申 請 書 3部 1組 5oo円 100 '

“ 附 票 3 枚 l組 100 10

決 算 報 告 書 3枚組 360 40

れ7 2枚組 330 30

決算報告書 満 会 芻 ;麩 ろ8
変 更 届 書 3枚組 too 30

“ツ 2枚組 80 15

決 算 入 力 票 3 枚 l組 150 TO

経営業務の管理責任者証明書 3枚 l組 45 5
許可申請者の略歴書 3 枚 t組 45 5

実 務 経 験 証 明 書 3 枚 1組 45 5

納税証明不添付理由書 i冊50枚綴 360 80

工 事 経 歴 書 3枚 I組 45 5

昭和57年 4月 1日現在 北 海 道 行 政 菅 士 会

物資申込みについてお願い

申込みと同時に代金 (送料は裏面を参照) は、 下記へ払込みください。 銀行へ払込

みすると即日通知が入りますので、 その日に現物を送れるものと思います。 何卒経理

の都合上代金前払に御協力をお願い致します。

r北海道拓殖銀行札幌南支店 (書 570344)

ー旨 癪 J北 海 道 銀 行 本 店 (当 期 I6)込兀 1北 洋 相 互 銀 行本 店 (皆 0742651)
t北 海 道相互銀行本店 (苦 389444)

振替口座 小 樽 3一8 2 2 4番 (送金手数料有料)

鼠 規定上備えなければならないもの

品 名 内 容 価 格 重 量

事 件 簿 1冊50枚綴 200円 260タ

領 収 証 (高級) 1冊 (本会紋章模様荊込み上質紙2枚複写50組
織) 350 170

領 収 証 ( 並 ) 1冊 (領収証 2枚複写50組綴) 250 乍20

領 , 収 (請 求) 証 鰐 56鰹 中
領収証･領収 (請求)挫付3枚 350 倦80

請 求 書 1冊 (2枚複写50組紙) 250 120

職 印 つげ材 惚ミリ角 ( 6分角) れ000 15

5 . 農地法関係語申請届出用紙

品 名 内 容 価 格 重 量
農地法許可申請用紙3条 甲 ･ 乙 ･ 丙 3 冊 1組 各loo枚綴 気200円 800#

" 3条別紙 ○ 労働力 1冊 100枚綴 400 270

" 4条 甲 ･ 乙 2 冊 1組 各100枚綴 800 540

〃 5 条 甲 ･ 乙 2冊 l組 各100枚綴 800 540

農地法届出用紙 5 条 甲 ･乙 2 冊 t組 各100枚綴 800 530

2 . 本会で企画推薦しているもの

品 名 内 容 価 格 重 量

会 員 バ ッ チ
会 員 バ ッ チ (略章)

金メッキ、濃紺台付裏ネジ止め、表バッチ

金色10“口タイタック型 (8。o習字
偽 700円)

円

2 ,500
2が

補 助 者 バ ッ チ 銀色12肋栩 タイタック型 500 - 5

名 刺 プレス入り G OO牧) 鶴400 僅8〇

委 任 状 (一般) ↑冊50枚綴 180 =○

内 容 証 明 書 1冊30枚綴 200 100

会 員 事 務 所 看 板 バラグラス材 (骨白色)
( 競 玉 疑35の 4 ,500

札幌市内360円
そ の 他460円

定形外郵便料金の場合

50夕まで l00夕まで 250孑まで 500 ; まで

l20円 170円 240円 350円

小包料金の場合

牝讃、、、
塾量 1均まで 2を"まで 3 胸まで 4 初まで 5 郷まで 6 胸まで 6を“以上

札幌市内

そ の 他

400円

500円

460円

580円
52岬
660円

580円

740円

640円

820円

700円

900円

小包を 2 個

とします

3 . 業 務 資 料

品 名 内 訳 価 格 重 量

建 設 業 の会 計 実 務 阿座上洋吉著 2 ,700
円 600タ

建設業の許可申請の手引 新規 ･更新 ･変更届 亀〇00 250

建設業者 (法人) (個人)
の決算報告書作成の手引

仲ぬ〇〇 250

経 理 の基 礎 的 知 識 300 80

自 動 車の 保 管場 所 の
証明 事 務取 扱 要 綱

250 50

車 庫 証明 業 務 関 係
法 令 通 達 集

300 60

トラック便運賃料 G oタ以下)

札 幌 苫小牧 砂 川 旭 川 室 蘭 帯 広 函 館 北 見 稚 内 釧 路

市 内 380 480 48o円 48o円 48o円 58o円 58o円 63o円 7oo円 63o円

市 外 430 630 630 630 630 730 730 780 900 780

お急ぎの場合は、 トラック便を利用すると、 翌日か翌々日に配送されるのでおすすめし

ます。 料金はおおむね上記のとおりですが、 運賃はすべて着払いで扱います。
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渡辺 明氏本会新総務部長に

病気療養のため本会常任理事、総務部長
の倉田 宏氏は同職を辞任しており、 欠員
となっておりま したが、 本年 4 月20日行わ

れた、 第 1回理事会で、 理事渡辺 明氏が
常任理事、 総務部長に選任されました。本
会のため、 ご活躍を大いに期待し、 ことに

ご紹介しますb

業務資料作成協力者のご紹介

過日、本会発行の業務資料 ｢公正証書手
続の解説と委任状の文例｣ については会員

各位より好評をいただいておりますが、 作
成に当り、 坂下 尊先生より資料の提供と
ご協力がありましたので、 ここにご紹介す

るとともに、 お礼を申し上げます。

一札幌陸運局からのお知らせ一

れ 従来有償でした r自動車検査登録手数料
納付書｣ は 7月 1日から無償になります。
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